
公立大学法人   都留文科大学 

 

第７回教育研究審議会 

 

議事概要 

日   時 令和元年 7月 3日（水） 午後 4時 00分～午後 5時 45分 

場   所 本部棟 3階 大会議室 

出 席 者 福田誠治学長、阿毛久芳副学長、新保祐司副学長、深澤祥邦事務局長、小林重雄理事、 

竹島達也大学院研究科委員長、西尾理学長補佐、加藤めぐみ学長補佐、平野耕一学長補佐、 

樋口雄人学長補佐、加藤敦子国文学科長、Hywel Evans 英文学科長、山本芳美比較文化 

学科長、原和久国際教育学科長、鳥原正敏学校教育学科長、春日尚雄地域社会学科長、 

野中潤図書館長(兼)情報ｾﾝﾀｰ長、廣田健教職支援ｾﾝﾀｰ長、茂木秀昭国際交流ｾﾝﾀｰ長、 

豊嶋朗子語学教育ｾﾝﾀｰ長、市原学入学ｾﾝﾀｰ長、矢嶋亘総務課長、石川和広経営企画課長、 

藤江隆学生課長 

欠 席 者  竹下勝雄地域交流研究ｾﾝﾀｰ長 

 

福田学長より挨拶 

 

2 議    事 

（１） 昇任人事（地域社会学科・比較文化学科）について 

○令和元年 6月 19日（水）開催の本審議会で設置された、2つの昇任人事選考委員会のう

ち比較文化学科選考委員メンバーから辞退の申し出により生じた欠員 2 名について、変更

の提案があり承認。社会学科の選考委員については変更なし。 

（２） 共通専門科目「キャリア形成」の新設について 

担当より資料 2に基づき説明。 

キャリア支援ｾﾝﾀｰから、本学学生のキャリア形成意識が高くないため共通教育センターに

キャリア形成科目開設を要望。検討の結果、共通教育推進会議から、専門科目「キャリア

形成」（単位数 2・履修年次 1年）の新設が提案。 

2020 年度担当予定は佐脇英志教授とし、4つのテーマを設定し最終的には自身のあった職

種と企業を決定し、エントリーシート作成能力・プレゼンテーション能力を身につけるこ

とを授業到達目標とする。 

→かつてあったものとほぼ同じ内容か。 

→企業の方を講師として招くもので、復活的要素もあるが担当講師のマネジメントにより

工夫して実施していく予定。 

→提案について賛成であるが、共通専門科目として履修年次 1年に違和感を覚える。共通

科目で良いのではないか。 

→設定場所については検討し履修年次 1年として合わせるようにする。 

→提案について賛成であるが、担う部署がキャリア支援ｾﾝﾀｰなのか共通教育ｾﾝﾀｰなのかを

明確にした方が良いのではないか。 

→この科目については、担当の佐脇先生に工夫していただき実施していくこととなるが、

2つのｾﾝﾀｰが連携して実施することが重要である。 

→今までは教員方面について同窓会などの活用により情報整備が出来ているが、今後は企

業就職方面についても情報整備をする必要があるので、全学科が協力し実施していくもの

として進めていくことで承認。 



（３） 都留文科大学外国人留学生規程の一部改正（案）について。提案通り承認。 

〇担当から資料 3に基づき説明。 

出願の段階での判定に使われていない部分について出願資格から削除する。 

（４） 都留文科大学留学生規程の一部改正（案）について。提案通り承認。 

〇担当から資料 5に基づき説明。 

協定先の始業時期が本学と異なるため留学生の在籍期間が 1年未満であっても留学可能と

するための改正。 

（５） 都留文科大学学部履修規程の一部を改正する規程(案)について。提案通り承認。 

〇担当から資料 5に基づき説明。 

平成 31年 3月 4日規程 6号の附則に、経過措置を追加するための改正。 

（６） 令和元年度非常勤講師の授業担当科目について（第 13回取消）について。提案通り承認。 

〇担当から資料 6に基づき説明。 

非常勤講師の体調不良のため別の専任教員が対応する。別の非常勤講師については、本人

申し出による退職のためであるが、後期のみの科目であり 4年生 1名の学生が選択してい

るが学生本人にも確認をし卒業単位を充たしているため未開講で問題ない。 

（７） 令和 2年度開講科目について（教養・体育・外国語・共専門・学校・国文・英文 

・比較・国際・教職・諸資格）。方向性としては承認とするが、詳細部分については調整

が必要であるため事務的チェックを要する。また、外国語科目について、非常勤講師増員

などの予算措置を伴う増コマ提案については、教務委員会で決定する前にデータや理由な

どを付して教育研究審議会で諮るべきであるため、次回の審議会に提案。 

○担当から資料 7に基づき説明。 

（８） 留学について 

〇担当から資料 8により説明。交換留学体制を確実なものとするため、担当を中心に国際

交流ｾﾝﾀｰと各学科の密接な協力関係で体制維持をしていくことが重要である。また、学科

のポリシーに合致しない個人レベルの語学研修や、国際交流ｾﾝﾀｰが関与しない大学間の交

渉・交流は個人的なものとみなすものとし個人研究費の範囲で行ってもらい大学からの出

張費の公費は支出しないものとする。また、奨学金制度などについても見直しの検討が必

要である。 

（９） その他  〇なし 

３ 報  告 

  （１） その他  〇なし 

４ その他 

５ 閉  会   

                                       以上 


